
株式会社仙台港貿易促進センターに対する経営評価委員会意見 

 

項  目 意    見 対象 

減資について 

団体は，概ね良好な経営状況にあるが，多額の累積欠損金が残ってい

ることから，一層の経営改善を図るためには，無償減資を実施して累積

欠損金の解消及び税負担の軽減をすることが望ましい。 

減資の実施に当たっては，株主総会への議案提出に先立ち，社内及び

株主の意見を踏まえて，十分に検討し，議決後には適法かつ速やかに諸

手続きを実行すること。 

団体 

減資実施後の

団体の中長期

的ビジョン及

び今後の事業

展開について 

 

 団体は，減資後に自らが果たすべき役割と事業形態について，主要株

主や県と十分な協議を重ね，中長期的ビジョンを明確にし，中長期経営

計画の策定とＰＤＣＡサイクルの確実な実施を行うこと。 

 また，ビジョンや経営計画を踏まえ，仙台港を取り巻く環境の変化や

事業者のニーズを把握し，新規事業を含む今後の事業展開を主体的に検

討し，実行すること。 

 

団体 

県が団体に期

待する役割に

ついて 

 

団体の設立後，事業環境が大きく変化している中で，現状では，団体

の設立趣旨である輸入関連基盤設備の整備・外国貨物の物流高度化・流

通促進が十分に果たされているとは言えない。県は，海外との取引拡大

を通じた地域経済の活性化を図っていくに当たっては，団体に期待する

公益的役割について改めて明確化する必要があり，中長期の指針を主要

株主及び関係機関との意見調整を経ながら団体と協議すること。 

 

県 

 


